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令和６年度 入間市地域密着型サービス事業所集団指導 次第

入間市介護保険課

事業所管理担当

１ 令和６年介護報酬改定の主な事項

２ 運営指導における主な指摘事項

３ その他の注意事項

添付資料

令和６年度介護報酬改定 算定要件等の見直しのあった加算一覧

※ 集団指導資料を確認後、出席確認アンケートにご回答ください。回答をもって出席と見なさせ
ていただきます。
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令和６年
介護報酬改定の主な事項について

共通事項

（１）業務継続計画未策定減算の導入

（２）高齢者虐待防止措置未実施減算の導入

（３）身体的拘束等の適正化の推進

（４）生産性向上の取組み

（５）管理者の業務範囲の拡大

（６）書面掲示規制の見直し（ウェブサイトへの掲載）
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（１）業務継続計画未策定減算の導入①5

業務継続計画策定は令和３年度改正時に令和６年３月まで
に策定するよう全事業所に義務付けられています。

感染症や災害が発生した場合であっても必要な介護サービ
スを継続的に提供できる体制を構築するため業務継続に向
けた計画の策定の徹底を求める観点から、感染症若しくは
災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、
基本報酬を減算する。（所定単位数の１００分の１相当）



（１）業務継続計画未策定減算の導入②

業務継続計画未策定減算の算定要件

6

以下の基準に適合していない場合

 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施す
るため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定
すること

 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること

【経過措置】

 令和７年３月３１日までの間は、業務継続計画が未策定でも、感染症の予防及びまん
延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合
には、減算を適用されません



（２）高齢者虐待防止措置未実施減算の導入①7

高齢者虐待防止措置は令和３年度改正時に令和６年３月ま
でに措置するよう全事業所に義務付けられています

利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点か
ら、虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待
の発生又はその再発を防止するための委員会の開催、指針
の整備、研修の実施、担当者を定めること）が講じられて
いない場合に、基本報酬を減算する。【告示改正】

（所定単位数の１００分の１相当）



（２）高齢者虐待防止措置未実施減算の導入②8

高齢者虐待防止措置未実施減算の算定要件

虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じ
られていない場合 （所定単位数の１００分の１相当）

〇虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催（テレビ電話装置等の活
用可能）するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。

〇 虐待の防止のための指針を整備すること。

〇 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。

〇 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと



（３）身体的拘束等の適正化の推進①9

概要
（看護）小規模多機能型居宅介護支援事業所

身体的拘束等の適正化のための措置（委員会の開催等、指針の整
備、研修の定期的な実施）が義務付けられます。未措置の場合基本
報酬の減算となります。

（１年間の経過措置期間あり（令和７年３月３１日まで））

地域密着型通所介護事業所

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ
を得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこととし、
身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者
の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録することが義務付
けられます。



（３）身体的拘束等の適正化の推進②10

（看護）小規模多機能型居宅介護支援事業所

運営基準に以下の措置が新たに規定されました

〇身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以
上開催するとともに、その結果について、介護職員その他従業者に周知
徹底を図ること。

〇身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

〇介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修
を定期的に実施すること

※未措置の場合は減算が適用されます（令和７年４月１日～）



（３）身体的拘束等の適正化の推進③11

地域密着型通所介護事業所

運営基準に以下のことが新たに規定されました

〇利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得
ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこと。

〇身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者
の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこ
と



（４）生産性向上の取組み①12

認知症対応型共同生活介護

（看護）小規模多機能型居宅介護支援

概要

介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観

点から、現場における課題を抽出及び分析した上で、事業所の

状況に応じて、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及

び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設

置を義務付ける。

３年間の経過措置期間あり



（４）生産性向上の取組み②13

認知症対応型共同生活介護

（看護）小規模多機能型居宅介護支援

運営基準に以下のことが新たに規定されました。

「事業所は業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向
上に資する取組の促進を図るため、利用者の安全並びに介護サービスの
質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会を定
期的に開催しなければならない。」（令和９年３月までは努力義務）



（５）管理者の業務範囲の拡大14

概要

提供する介護サービスの質を担保しつつ、介護サービス事業所を効率的に

運営する観点から、管理者の責務について、利用者へのサービス提供の場

面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しながら、職員及び業務の一元的

な管理・指揮命令を行うことである旨を明確化した上で、管理者が兼務でき

る事業所の範囲について、管理者がその責務を果たせる場合には、同一敷

地内における他の事業所、施設等ではなくても差し支えない旨を明確化す

る。



（６）書面掲示規制の見直し
（ウェブサイトへの掲載）
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概要

事業者は、事業所の重要事項を事業所の見やすい場所に掲
示することが義務付けられていましたが、令和７年４月から
は、重要事項をウェブサイトにも掲載することが規定されま
す。

※ウェブサイト・・・法人のホームページ等

又は介護サービス情報公表システム

※法人のホームページが無い等、ウェブサイトへの掲載が難しい事業

者様につきましては、個別に市へご相談ください。



各加算の要件等

報酬改定に伴い、算定要件等が変更されている加算があります。

事業所で取得している加算について、算定可能かどうか今一度
ご確認ください。

 添付資料として、各サービス毎の算定要件の見直しのあった加算について簡単に変更事項をま
とめた一覧を作成しましたので、ご確認ください。
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地域密着型通所介護

加算名 変更事項（概略 主なもの）

認知症加算

・算定要件である「認知症のものの占める割合」を２０％から
１５％に緩和。
・認知症ケアに関する事例の検討や技術的指導に関する会議の
開催することが追加。

入浴介助加算

・加算Ⅰの要件に入浴介助に関する研修の実施を追加。
・加算Ⅱの要件である「医師等による助言」について医師の代
わりに介護職員が訪問し医師の指示のもとＩＣＴ機器を活用し
て状況把握を行い、医師が評価・助言する場合も算定すること
が可能。

科学的介護推進体制加算
ＬＩＦＥへのデータの提出頻度を少なくとも「６月に１回」か
ら「３月に１回」に見直し。

ＡＤＬ維持等加算
加算ⅡについてＡＤＬ利得の要件について「２以上」を「３以
上」に見直し。

個別機能訓練加算
個別機能訓練加算（1）口において、現行、機能訓練指導員を通
所介護等を行う時間帯を通じて1名以上配置しなければならない
としている要件が緩和。（配置時間の定めなし）

17

算定要件の見直しのあった加算



認知症対応型共同生活介護
18

算定要件の見直しのあった加算

加算名 変更事項（概略 主なもの）

医療連携体制加算

体制要件と医療的ケアが必要な者の受入要件を分けて評価
を行い、医療的ケアが必要な者の受入要件については、対
象となる医療的ケアを追加する見直しを行う。

科学的介護推進体制
加算

ＬＩＦＥへのデータの提出頻度を少なくとも「６月に１
回」から「３月に１回」に見直し

夜間支援体制加算
見守り機器等を導入した場合の加算算定に見直し。



小規模多機能型居宅介護支援
19

算定要件の見直しのあった加算

加算名 変更事項（概略 主なもの）

総合マネジメント体
制強化加算

加算区分ⅠとⅡの区分に見直し、Ⅰの算定要件に地域
共生社会の実現に資する取組（地域住民等への相談や
連携など）を追加。

認知症加算
（短期利用除く）

加算区分を現行のⅠ・ⅡからⅠ～Ⅳの区分に見直し、
新たに認知症ケアに関する専門的研修修了者の配置や
認知症ケアの指導、研修等の実施を評価する新たな区
分を設ける。

科学的介護推進体制
加算

ＬＩＦＥへのデータの提出頻度を少なくとも「６月に
１回」から「３月に１回」に見直し。



看護小規模多機能型居宅介護支援
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算定要件の見直しのあった加算

加算名 変更事項（概略 主なもの）

総合マネジメント体制強化加
算（短期利用除く）

加算区分ⅠとⅡの区分に見直し、Ⅰの算定要件に地域共生社会の実現に資
する取組（地域住民等への相談や連携など）を追加。

緊急時訪問看護加算（短期利
用除く）

名称を「緊急時対応加算」に変更
緊急時の宿泊サービスを必要に応じて提供する体制を評価する要件を追加。

ターミナルケア加算（短期利
用除く）

介護保険の訪問看護等におけるターミナルケアの内容が医療保険における
ターミナルケアと同様であることを踏まえ、単位の見直しを行う。（2,000
単位→2,500単位）

認知症加算（短期利用除く）
加算区分を現行のⅠ・ⅡからⅠ～Ⅳの区分に見直し、新たに認知症ケアに
関する専門的研修修了者の配置や認知症ケアの指導、研修等の実施を評価
する新たな区分を設ける。

科学的介護推進体制加算
ＬＩＦＥへのデータの提出頻度を少なくとも「６月に１回」から「３月に
１回」に見直し。

排泄支援加算

・Ⅰについて 看護師による評価を少なくとも「6か月に1回」から「3か
月に1回」に見直し。
・Ⅱ、Ⅲについて 排泄状態の改善等についての評価に加え、尿道カ
テーテルの抜去についての評価も新たに追加。

褥瘡マネジメント加算
利用開始時にすでに発生していた褥瘡が治癒したことについても評価を行
う。



詳細な改正内容について

厚生労働省告示等

運営基準等に関しては

「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」

「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準について」（解釈
通知）

算定基準等に関しては

「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準」

「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介
護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に
ついて」（解釈通知）

に定められています。
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各サービス事業者向け

「自主点検表」
は改正点を踏まえて作成しております

地域密着型通所介護 ・・・令和６年７月

認知症対応型生活介護・・・令和６年10月

小規模多機能型居宅介護支援・・・令和６年秋以降

の公開を予定しております。
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運営指導における主な指摘事項

地域密着型サービスの運営指導（実地指導）で指摘
の多かった事項についてご説明します。

改めて貴事業所の重要事項説明書と運営規程等の確
認をおねがいいたします。
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① 運営規定と重要事項説明書の整合性

運営規定の記載内容と重要事項説明書の記載内容は、常
に整合性が図れていることが望ましいです。

「運営規定」と「重要事項説明書」

で営業時間等の記載が異なる例などがありましたので統
一するようにしてください。
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②運営規定・重要事項説明書の

「利用料金」

利用料金を記載する場合は、最新の情報で地域区分ごとの単価を乗
じた金額を記載する必要があります。

利用料金について、介護度別の単位数だけではなく、地域区分ごと
の単価を乗じた金額も記載してください。

例） 地域区分単価：10.42円

加算等の名称や、単価を改正後も修正せずにそのまま使用している
場合がありましたので、料金表は常に最新のものにしてください。
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③サービス提供等の記録

利用者に対するサービス提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、その完結の日の属する年度の

翌年度の４月１日から起算して５年間保存し

なければならないと市条例で規定されています。

・
契約書に記載のある

保存期間が5年間になっている
か確認してください。
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④苦情処理

苦情に対し適切に対応するためにも、苦情を受け付けた場
合は記録し、保管しなければなりません。

【苦情の関するファイルが整備されていない事業所】

→苦情の報告様式を整備し、ファイルに保管するようにしてくださ
い。

【苦情の報告様式がない事業所】

→現時点で、苦情等の報告はなくても、今後発生した場合に備え
フォーマットを整備してください。
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⑤運営推進会議について

地域密着型サービス事業所は、地域に開かれたサービスと
することで、サービスの質を確保する観点から、定期的に
「運営推進会議」を開催しなければなりません。

→基準とおりに会議を開催できていない事業所がありま
した。
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⑤運営推進会議について

開催頻度について

29

サービス種別 開催頻度

地域密着型通所介護 6カ月に1回

認知症対応型共同生活介護（グループ
ホーム）

2カ月に1回

小規模多機能型居宅介護支援 2カ月に1回

看護小規模多機能型居宅介護支援 2カ月に1回



⑤運営推進会議について

運営推進会議の構成員

・利用者や利用者の家族

・地域住民の代表（町内役員、民生委員、老人クラブの代表者など）

・市町村職員

・地域包括支援センター職員

※ 運営推進会議は、各地域密着型サービス事業所が、利用者、市町村職員、地域の代表者等に対

し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより､事業所による利用者の｢抱え込み｣を
防止するとともに、地域との連携が確保され、かつ地域に開かれたサービスとすることで、サービ
スの質の確保を図ることを目的として設置するものであり､原則として、上記の者を構成員とする
必要があります。（毎回すべての構成員が会議に出席する必要はありません。）
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⑤加算の要件について

加算の取得要件を満たしていないものがありました。

以前から取ってる加算でも、担当者の変更や、改正により要件の変更があったりした場
合、要件を満たしてないことに気づかないまま取り続けてしまっているケースがありま
す。

例） 地域密着型通所介護

「個別機能訓練加算」

・・・機能訓練指導員等が利用者の居宅を３か月に１回訪問し、訓練計画の進

捗状況等を説明し、必要に応じて個別機能訓練計画の見直し等が必要です

が、訪問してなかったり、その記録が無いものがありました。

→ 事業所の取っている加算の要件を確認してください。
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その他注意事項
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事業所の指定更新申請について

有効期限の一か月前には更新申請を出してください。

(7月末までの指定であれば6月末までに提出)

有効期限が切れると介護保険の請求ができなくなります
ので、必ず確認してください。

※更新書類は市公式HPに掲載しております。

今年度より書式が変更となり、大幅に簡素化されておりま
す。
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体制届について34

届け出ている体制加算に変更がある場合には、

変更月の前月末日までに

「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（体制届）と

「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」（体制状況一覧表）

をご提出ください。基本的に電子申請で受け付けております。

入間市HPの申請フォームから提出してください。

※加算の種類によっては別添で必要な書類があります。「体制状況一覧表の備考」
を確認してください。



事故報告について①
35

事業所で以下の事故等が発生し場合は、市へ報告をお願いします。

種別 説明

（１）利用者等の事故等の発生 死亡、骨折、裂傷、やけど、誤嚥、窒息、誤薬等で
医療機関を受診、または入院したもの

（２）感染症等の発生 感染症（１類、２類、３類、新型インフルエンザ及
び指定感染症（新型コロナウィルス）
乾癬の発生等利用者等にまん延する恐れのあるもの

（３）職員の不祥事 職員の交通事故、法令違反、及び不祥事、犯罪等に
利用者や事業所に損害を与えたもの

（４）その他 利用者の無断外出、虐待の疑い、利用者等の生命・
身体に重大な結果を生じるもの、利用者間、家族と
のトラブル等のうち収集が難しいと考えられるもの

（５）火災、震災、風水被害 火災、震災、風水被害による利用者等や職員の人的
被害及び施設・設備・敷地等の損壊が発生した場合



事故報告について②
36

速報は事故発生から２日以内、
再発防止策報告は１か月以内
に提出するようにお願いしま
す。

事故報告書の書式は市公式HPに掲載してあ
ります。
事業所独自の書式がある場合は独自の物を提
出可能です。ただし、入間市の書式の内容と
確認し、無い項目があれば追記してください。



運営指導（実地指導）は新規指定時（初年度）
と更新期間中（６年間）に１回行います。

更新の有効期限の前年か当年に行う予定です。

市の職員が事業所に出向き、現地で、設備、運
営、人員基準について確認をします。

ご協力をよろしくお願いします

37 運営指導（実地指導）について



この集団指導の資料を確認後、アンケートに回答する
ことで、「出席」とさせていただきます。

回答は、その事業所の管理者等責任者の方が「各事業
所ごとに1度」いただきますようお願いします。

アンケートは、集団指導案内のメール、HPに記載し
てあるURLから回答フォームにお進みください。

お問い合わせ 入間市 介護保険課

38 集団指導出席確認アンケートについて
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ご視聴ありがとうございました。


